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「みやぎＩＴ推進プラン２０１３」（以下「当初プラン」といいます。）は，平成２３

年２月，「宮城の将来ビジョン」（平成１９年３月策定）の着実な実行を支える計画とし

て，「県民のだれもが，いつでも，どこでも必要な情報を入手・活用し，創造・発信が

できる安全・安心な地域社会の創造」及び「ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関

連産業の集積等による活力豊かな地域経済の実現」を基本目標として策定されました。 

策定直後の平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は，本県に甚大な被害をも

たらし，停電，放送通信施設の損壊，輻輳（ふくそう）＊による通信困難及び戸籍・診

療データ等の喪失等，ＩＴ分野にも多くの課題を残しました。そして，これらの被害に

より，本県に限らず全国において，大規模災害時における情報伝達の重要性や資源エネ

ルギーの効率的利用の必要性が，現実的な課題として再認識されることとなりました。  

震災後約１年８か月を経過した現在，国又は地方自治体による各種事業に加え，企業

による研究開発及び個人による情報発信等，各方面でＩＴに関する様々な取組が進めら

れています。 

本県でも震災からの一日も早い復興に向け，これまで整備してきた情報基盤の一層効

果的な活用に加え，震災の残した課題を解決するための新たな取組を進めています。本

取組編は，こうした本県が取り組む事業等について追加拡充を行うものです。 

 

 

 

 

１ 追加の趣旨 
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当初プランは，「宮城の将来ビジョン」（平成１９年度～平成２８年度）の着実な実行

を支える計画として策定されましたが，震災に伴い，本県の今後１０年間の復興の道筋

を示す「宮城県震災復興計画」（平成２３年度～平成３２年度）が平成２３年１０月に，

また，「宮城の将来ビジョン」と「宮城県震災復興計画」の着実な実施と進行管理を行

うための中期的な実施計画として，「宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画」（復旧期：

平成２３年度～平成２５年度）が平成２４年３月に策定されました。「宮城県震災復興

計画」及び「宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画」において，平成２３年度から平

成２５年度までの３年間が「復旧期」と設定され，「再生期」及び「発展期」につなげ

るために重要な期間と捉えられていることに合わせ，計画期間は従来どおり平成２５年

度までとしました。 

 

○ 宮城の将来ビジョン 

（計画期間：平成１９年度～平成２８年度（１０年間）） 

 

 

 

 

 

 

○ 宮城県震災復興計画 

（計画期間：平成２３年度～平成３２年度（１０年間）） 

 

 

 

 

 

○ 宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画 

（計画期間：平成２３年度～平成２５年度（３年間）） 

 

 

 

 

 

○ みやぎＩＴ推進プラン２０１３ 

（計画期間：平成２３年度～２５年度（３年間）取組編追加：Ｈ２４.１１） 

 

 

 

 

 

 

 

宮 
 

城 
 

の 
 

復 
 

興 

２ 計画期間 

復 旧 期 

Ｈ23～25(年度) 

再 生 期 

Ｈ26～29(年度) 

発 展 期 

第１期計画期間 

Ｈ19～21(年度) Ｈ22～25(年度) 

第２期計画期間 

Ｈ26～28(年度) 

Ｈ30～32(年度) 

復 旧 期 

Ｈ23～25(年度) 

当初プラン 

Ｈ23～25(年度) 

復興に向けた 

取 組 編 

文中の「＊」については「参考 用語解説」（35ページ～）を参照 
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当初プランでは２つの基本目標を掲げていましたが，震災対応への視点から，新たな

課題が加わりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災によって，通信ネットワークの多くが使用不能の状態となり，必要な情報の入手

及び被災地からの情報発信が長期にわたって困難となりました。このことは，情報が私

たちの日常生活や産業経済活動に不可欠のライフラインであることを改めて認識させ

るとともに，真に安全・安心な地域社会づくりのためには，災害リスクに現実的に向き

合える複合的な対策が重要であることを教訓として残しました。  

本県震災復興計画においては，今回の災害の原因や被害を検証し，空間的な暮らし方

や歴史的観点を考慮したハード・ソフト両面の対策を講じることにより，同等の災害が

起こっても人命が失われることのない，災害に強く安心して暮らせるまちづくりを目指

すこととしています。 

真に安全・安心な地域社会の創造のために，ＩＴは単なる情報伝達の手段ではなく，

各種の方策をつなぎ合わせ，効率化・最適化を実現するためのものとして，これまで以

上に利活用が求められているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災により，特に沿岸部の経済活動は農林水産業をはじめ商工業等，各種産業におい

て壊滅的な打撃を受け，雇用環境も悪化しました。 

 本県震災復興計画においては，被災地の「復旧」にとどまらず，これからの県民生活

の在り方を見据えて，県の農林水産業・商工業の在り方や，公共施設・防災施設の整備・

配置などを抜本的に「再構築」することにより，最適な基盤づくりを図ること，災害か

らの復興を図っていく中で，人口の減少，少子高齢化，環境保全，自然との共生，安全・

安心な地域づくり等，現代社会や地域を取り巻く諸課題を解決する先進的な地域づくり

を目指すこととされています。 

 真に活力豊かな地域経済の実現のためには，産業界へのＩＴ導入が不可欠であり，Ｉ

Ｔを活用した生産性向上による競争力強化や事業活動の革新に取り組むことや，地域の

情報サービス産業が技術力の一層の向上を図り，産業のＩＴ化を支援するという地域を

挙げた取組がこれまで以上に求められています。また，沿岸部において被災者の雇用の

不足やミスマッチが生じ，ＩＴを含む様々な分野での働く場の確保が，強く求められて

います。 

 県民のだれもが，いつでも，どこでも必要な情報を入手・活用し，創造・発信が

できる安全・安心な地域社会の創造 

年齢や性別，国籍，障害の有無などに関係なく，県民だれもが，いつでも， 

どこでも必要な情報や知識を自由に受発信でき，ＩＴを活用することにより， 

新たな価値の創造や，様々な課題を解決し，安全・安心を実感できる地域社会 

づくりを目指します。 

３ 震災による課題 

ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関連産業の集積等による活力豊かな地域

経済の実現 

 日々進展するＩＴに対応した産業構造の変化に適合し，より活力のある経済 

基盤を築くとともに，情報サービス産業の活性化に向けた総合的な施策展開を 

進め，豊かな県民生活の実現を目指します。 
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当初プランにおいて，２つの基本目標及び５つの重点分野の下に推進することとして

いた７５事業は，引き続き取組を推進します。 

本編には，震災を機に新たに取り組むこととした事業，既存事業のうち震災を機に従

来の仕組みを拡充した事業及び震災直後に応急的に取り組み，現在は終了している事業，

合わせて３１事業を掲載しています。 

 

● 全体概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 基本的な考え方 

県民のだれもが，いつでも，どこでも必要な情報を入手・活用し，創造・発信が

できる安全・安心な地域社会の創造 

ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関連産業の集積等による活力豊かな地域

経済の実現 

目標 

重 点 ５ 分 野 

安全・安心な 

生活環境の実現 

 

 

 
 

 

１ 防災対策の推

進 

２ 防犯・交通安全

対策の推進 

３ 環境・生活に関

する安全・安心

対策の推進 

 

 

県民生活の 

利便性の向上 

 

 

 
 

 

１ 誰もが，いつで

も，どこでもＩＴ

を活用できる環境

整備 

２ 保健・医療・福祉

に関する情報化の

促進 

３ 県民活動・文化・

スポーツ分野にお

ける情報化の促進 

 

 

 

地域経済の活性化 

と富の創出 

 

 

 

 

１ 情報サービス産

業の振興 

（１）ＩＴ商品販

売・導入支援 

（２）大規模商圏や

新市場からの市場

獲得支援 

（３）ＩＴ関連企業

の誘致による活性

化支援 

２ ＩＴを活用した

産業の活性化 

 

 

電子自治体化 

の推進 

 

 

 
 

 

１ 行政情報提供・発

信の充実と情報交

流の推進 

２ 行政手続オンラ

イン化の推進 

３ 電子県庁による

効率的・効果的な

行政運営 

４ 情報システム全

体最適化の推進 

５ 情報セキュリテ

ィ対策等の推進 

６ 市町村の電子自

治体化の促進 

 

 

 

 

             １ 情報教育環境の整備 

２ ＩＴ学習環境の充実と県民の情報リテラシー＊の向上 

３ ＩＴ人材の育成・確保支援 

 

 

人材育成の強化 

 

宮 城 の 復 興 

当初15事業 追加6事業 当初11事業 追加6事業 当初10事業 追加6事業 当初24事業 追加8事業 

当初15事業 追加5事業 


